
8　運行補助装置
運行補助装置の取り外し、取付位置若しくは取付角度の変更又は機能の調整を行う自動車の整備又は改造
（かじ取り装置又は制動装置の作動に影響を及ぼすおそれがあるものに限る）
※運行補助装置とは次に掲げるものをいう。
①衝突被害軽減ブレーキ（いわゆる自動ブレーキ）及び自動命令型操舵機能（いわゆるレーンキープアシス
ト）に用いられる、前方をセンシングするための単眼・複眼のカメラ、ミリ波レーダー及び赤外線レーザー等の
取り外し又は機能調整等（ＥＣＵの機能調整を含む。）により行う自動車の整備又は改造
②ＥＣＵの機能調整が必要となる①に用いられる単眼・複眼のカメラ、ミリ波レーダー及び赤外線レーザー等
の取り付けられている車体前部（バンパ、グリル）又は窓ガラスを脱着する行為

9　自動運行装置
自動運行装置の取り外しや作動に影響を及ぼすおそれがある整備又は改造

受ける必要があります。

自動車整備事業を経営するには地方運輸局長の認証を

（道路運送車両法第７８条）

関 東 運 輸 局
国土交通省 Kanto District Transport Bureau

〈特定整備の対象装置と作業の範囲〉
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次ページ※バンパ又はガラス交換作業場寸法表
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車両整備作業場 点検作業場

車両置場
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面積等の基準の早わかり図

（対象とする自動車が、普通自動車（乗用）・小型四輪自動車・小型三輪自動車の例）

同一敷地内であること

同一敷地内であること

〇分解整備

〇電子制御装置整備
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３．０ｍ以上

電子制御装置整備点検作業場
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おおむね
１時間以内

（離れの作業場の例）

（作業場の共用例）

※バンパ又は
ガラス交換
作業場

電子制御装置整備に限った取扱い

一定の要件を満たした「離れの作業場」は同一事業場として認められます。

また、要件を満たすときは電子制御装置点検整備作業場及び車両置場を他の事業者と共同使用すること

ができます。

同一敷地内であること
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寸法測定方法の例

( 内が有効な部分となります。）

屋内作業場及び電子制御装置点検整備作業場の床面は平滑に舗装されていること。

工場を設置する場所又は土地建屋等が、建築基準法、消防法、条例等の規制に適合する

ものかどうか事前に確認しておく必要があります。

１．作業場面積

特定整備の面積等の基準

屋内作業場、電子制御装置点検整備作業場及び車両置場は、整備対象装置ごとに以下のように定

められています。

なお、二種類以上の装置の特定整備を行う場合は、該当する種類ごとに定められた基準の全てに

適合することが必要です。

また、電子制御装置点検整備作業場は屋内作業場（点検整備作業場及び車両整備作業場）の

ほか、指定自動車整備事業の指定要件として求めている完成検査場（ガラスや、バンパ交換

等の作業は除く。）と兼用することができます。

電子制御装置点検整備作業場の屋内の考えは下図のとおりです。

間口（奥行）

柱

道 路 道 路
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面積一覧表
電子制御装置整備点検作業場は、車両整備作業場、点検作業場と兼用することができます。
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２．設 備

注１．全ての装置を認証の対象とする場合は、全ての作業機械等が必要となります。

２．二輪：小型二輪のみを対象とする場合には当該作業機械等は必要としません。

３．三輪：小型三輪のみを対象とする場合には当該作業機械等は必要としません。

４．ガ除：ガソリン又は液化石油ガスを燃料とする原動機の点検を行わない事業場

は当該作業機械等は必要としません。

５．内除：内燃機関の点検を行わない事業場は当該作業機械等は必要としません。

分解整備の設備の基準（分解整備の対象とする装置ごとに必要な作業機械等）

原：原動機、動：動力伝達装置、走：走行装置、操：操縦装置、制：制動装置、緩：緩衝装置、連：連結装置の略号です。

□で囲んだ装置が分解整備事業に必要な作業機械となります。
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３．要 員

要員に関する基準

整備主任者

□事業場ごとに整備主任者を届出することが必要となります。

□整備主任者の資格要件は次のとおりです。

（分解）・自動車整備士のうち一級又は二級の技能検定に合格した者。

（電子） ・自動車整備士のうち一級又は二級、車体、電気装置の技能検定に

合格した者であって国土交通大臣が定める講習をうけた者。

（両方） ・自動車整備士のうち一級（二輪を除く）又は一級（二輪に限る）、二級の

技能検定に合格した者であって国土交通大臣が定める講習を受けた者。

従業員

□従業員の基準は次のとおりです。

・事業場には、２人以上の分解整備に従事する従業員を有すること。

・従業員のうち、少なくても１人の自動車整備士の技能検定に合格

した者（一級又は二級）を有し、かつ、一級、二級又は三級の自

動車整備士の技能検定に合格した者の数が、従業員の数を４で除

して得た数（その数が１未満の端数があるときは、これを１とす

る。）以上であること。

従 業 員 数 整 備 士 数

２人～４人 １人以上

５人～８人 ２人以上

９人～12人 ３人以上

13人～16人 ４人以上

電子制御装置整備の設備の基準

※分解整備と電子制御装置整備を両方行う場合は、分解整備と電子制御

装置整備のそれぞれの設備が必要となります。

7



１．認証の申請書類は、各運輸支局を経由

して関東運輸局長に提出されます。

２．申請書は各運輸支局にありますのでご

相談下さい。

■認証の申請 ■提出書面

運輸支局

申請者

関東運輸局
③書類

②現地確認※・審査
※新規以外は省略する可能性有

①

相

談

・

申

請

④認証書交

１．自動車特定整備事業の認証新規申請書

２．申請者及び役員を特定できる書面

・登記簿謄本等（法人）

・戸籍謄本または住民票等（個人）

３．事業場の所在地を証する書面

・土地又は建物の登記簿謄本等

４．整備主任者（選任・変更）の届出書

５．整備士合格証書（写）

６．電子制御装置整備を行う場合は、講習の

修了証（写）

７．その他、特に必要と認められる書類

◆関東運輸局自動車技術安全部整備課

〒２３１－８４３３

神奈川県横浜市中区北仲通５丁目５７番地 横浜第２合同庁舎

℡０４５－２１１－７２５４ URL http://wwwtb.mlit.go.jp/kanto/

◇東京運輸支局

〒１４０－００１１

東京都品川区東大井１丁目１２番１７号

℡０３－３４５８－９２３１

（音声ガイダンス「４」）

◇神奈川運輸支局

〒２２４－００５３

神奈川県横浜市都筑区池辺町３５４０番地

℡０４５－９３９－６８０３

（音声ガイダンス「４」）

◇埼玉運輸支局

〒３３１－００７７

埼玉県さいたま市西区大字中釘２１５４の２

℡０４８－６２４－１８３５

（音声ガイダンス「２」）

◇群馬運輸支局

〒３７１－０００７

群馬県前橋市上泉町３９９番地の１

℡０２７－２６３－４４４０

（音声ガイダンス「４」）

◇千葉運輸支局

〒２６１－０００２

千葉県千葉市美浜区新港１９８番地

℡０４３－２４２－７３３６

（音声ガイダンス「３」）

◇茨城運輸支局

〒３１０－０８４４

茨城県水戸市住吉町３５３番地

℡０２９－２４７－５３４８

（音声ガイダンス「３」）

◇栃木運輸支局

〒３２１－０１６９

栃木県宇都宮市八千代１丁目１４番８

℡０２８－６５８－６１２３

◇山梨運輸支局

〒４０６－００３４

山梨県笛吹市石和町唐柏１０００番地の９

℡０５５－２６１―０８８２

お問い合わせ先
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